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3.1 データベースの項目 
本節では，本研究で作成したデータベースのうち梁部材のデータベースにおける項目について

の説明を掲載する。 

 

1． 基本情報：ID，出典情報等 

101-ID 情報 

1) 通し番号:部材毎に通し番号を付ける。 

2) 実験主体；実験実施の主体を記載する。 

3) 試験体名称：文献に記載されている試験体の名称を付ける。 

4) 部材名称：架構試験体の一部などで，試験体名称と異なる場合に名称を設ける。 

102-文献情報 

1) 文献番号：主たる論文について文献収集リストで付与した通し番号を記載する。 

2) 関連文献番号：主たる論文に関連する文献収集リストで付与した通し番号を記載する。複

数記載可。 

3) 情報：主たる文献で必要な情報（タイトルや雑誌名）を表示させる。 

 

2． 試験体情報：材料，部材断面  

201-一般情報  

1) スケール；実断面に対して縮小された場合の規模。例えば 1/2 など 

2) 配筋の対称性；配筋の配置について対称性を記載する。 

3) スラブの有無；スラブの有無を記載する。 

4) 打設方向；上端筋とその他の鉄筋を区別するためのもので、幅方向の打設とせい方向の打

設を記載する。 

5) 打設打継；試験体途中での打継の有無。ある場合，打継面の処理方法。 

6) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

202-材料情報 

a. 以下，コンクリートの材料特性について記載する。  

1) 設計強度；当該文献に記載されている目標強度で，試験体の設計時に用いた強度。 

2) 圧縮強度；当該文献に記載されている最大圧縮強度を記載する。 

3) 圧縮強度時歪み；当該文献に記載されている最大圧縮強度時歪みを記載する。 

4) 引張強度；当該文献に記載されている引張強度を記載する。割裂試験、曲げ試験、引張試

験、などの方法を記載する。 

5) ヤング係数；当該文献に記載されているヤング係数を記載する。1/3 割線弾性係数、1/4 割

線弾性係数、接線係数、などを記載する。 

b，c. 以下，鉄筋の材料特性について記載する。  

1) 降伏強度；当該文献に記載されている降伏強度を記載する。0.2%オフセット法などを記載

する。 

2) 降伏歪み；当該文献に記載されている降伏歪みを記載する。 

3) 引張強度；当該文献に記載されている引張強度を記載する。 

4) 引張強度歪み；当該文献に記載されている引張強度歪み度を記載する。 
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5) ヤング係数；当該文献に記載されているヤング係数を記載する。1/3 割線弾性係数、1/4 割

線弾性係数、接線係数、などを記載する。 

6) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

203-部材形状情報 

1) 断面形状；矩形または円形などのコンクリート外部の形状。 

2) 幅；矩形断面において，加力方向に対して直交する辺の長さ。円形断面の場合はその直径。 

3) せい；矩形断面において，加力方向に対して平行する辺の長さ。円形断面の場合はその直

径。 

4) 有効せい；矩形断面において，圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。円形断面の場合

は等価長方形断面に置換した場合の圧縮縁から引張鉄筋重心位置までの長さ。 

4-1) 上 1 段目主筋位置関係    幅方向，せい方向，最小間隔 

4-2) 上 2 段目主筋位置関係    幅方向，最小間隔 

4-3) 下 1 段目主筋位置関係    幅方向，せい方向，最小間隔 

4-4) 下 2 段目主筋位置関係    幅方向，最小間隔 

5) コア断面積；外周部せん断補強筋に囲まれた断面積 

6) 被りコンクリート厚さ；矩形断面の場合，幅とせいのかぶり厚さをそれぞれ記入。 

6-1) 上 1 段目被りコンクリート厚さ・主筋あき  幅方向，せい方向，最小あき 

6-2) 上 2 段目被りコンクリート厚さ・主筋あき  幅方向，最小あき 

6-3) 下 1 段目被りコンクリート厚さ・主筋あき  幅方向，せい方向，最小あき 

6-4) 下 2 段目被りコンクリート厚さ・主筋あき  幅方向，最小あき 

7) スラブ；スラブ付き梁の場合は，スラブ厚と幅（長さ）を記載する。 

8-1) クリアスパン；両端固定は内法長さ，単純支持は支持間距離、片持ち形式はシアスパン

を記入。 

8-2) カットオフ筋付着長さ   カットオフの有無、段目，本数，ld (mm) 

9) 備考；上記に関する内容の補足またはその他明記しておくべき事項。 

204-主筋情報 

1) 本数；全主筋本数 

2) 呼び名；鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 やφ9，#4 など） 

2-1) 主筋径；主筋の径。異形鉄筋は呼びの値。 

3) 種類；主筋の種類。例えば SD345 など 

4) 継手有無；主筋が部材内で継手使用の有無。 

5) 継手長さ；主筋の継手がある場合はその長さ。 

6) 備考；継手の位置情報など，その他継手に関して追記すべき情報。 

7) 主筋位置情報；1-7 は鉄筋の位置，8-14 はそれぞれの位置に配された本数を示す。位置の

基点は，正載荷側において最大曲げモーメントとなる断面の圧縮縁とする。最大曲げモ

ーメントとなる断面が複数ある場合、上端と下端で非対称な配筋の場合は、正載荷側で

圧縮縁となる断面を採用する。なお，鉄筋の段数がさらにある場合は適宜追加する。 

8) 引張鉄筋比；引張鉄筋断面積を幅と有効せいで除した値。 

9) 主筋比；全鉄筋断面積を幅と全せいで除した値。 
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205-せん断補強筋情報 

1) 形状；部材断面における補強筋形状。2 種類ある場合は外周部とその内部の形状を記載す

る。（例えば，中子筋のある矩形のせん断補強筋の場合，「矩形・中子」） 

2) 呼び名；鉄筋の形状と径を表す記号。（例えば D19 やφ9，#4 など） 

3) 間隔；1，2 は部材長さ方向で間隔が変わる場合，狭い領域（例えばヒンジ領域）と広い領

域の間隔。1 種類のみの場合は，「狭い箇所」欄に記載する。位置；3 は狭い領域の長さ

と位置が分かる情報を記載。 

4) 種類；補強筋の種類。例えば SD295 など 

5) 1-4 有効本数；幅方向とせい方向の補強筋（中子筋を含む）の足の数（図 3.1.1）。3)で記

載した狭い箇所と広い箇所がある場合は，それぞれ記載し，部材長において補強筋が等

間隔の場合は，「狭い箇所」欄にのみ記載する。 

6) 1，2 外周補強筋間距離；外周補強筋の中心間距離（図 3.1.2）。 

 

図 3.1.1 補強筋有効本数    図 3.1.2 補強筋間距離 

 

7) 補強筋最大距離；はば方向およびせい方向に対して，横補強筋で拘束された主筋間距離の

最大値（下図の Ci 参照）。下図で横方向から載荷する場合，図中の Ci がせい方向の長

さとなる。 

 
図 3.1.3 補強筋最大距離の定義 

 

Ci Ci

Ci Ci

Ci Ci Ci

Ci Ci

Ci Ci Ci

A

D

E Tube

B C

400m m

320m m

270m m

せい ： 400m m

外周補強筋間距離

： 320m m
加力方向

幅方向　： 4 本

せい方向： 3 本

加
力

方
向

加力方向：3 本 
加力直交方向：4 本 

外周補強筋間距離 
（加力方向）：320mm 



第 3 章 梁部材 
 

 

3-5 

8) 定着性状；1 は定着性状を示す。例えば，フックの有無，重ね継手，溶接，その他（機械

式継手など）。フック形状；2 はフックがある場合はフック角度で例えば，90 や 135 度。

継手長さ；重ね継手を選択した場合の継手長さ。 

9) せん断補強筋比；加力方向（せい方向）の 1 組のせん断補強筋断面積を幅とせん断補強筋

間隔で除した値。 

 

3． 加力・計測情報：加力概要，計測概要 

301-加力情報 

1) 加力形式；部材の加力形式を示す。片持ち，単純梁（3 点曲げや 4 点曲げ），逆対称荷重

（大野式など），逆対称変形（建研式など），その他 

 

図 3.1.4 加力形式 

 

2) 加力方向；部材が水平に加力される方向を示す。例えば一方向，二方向，斜め 45 度など 

3) 載荷履歴；加力載荷の履歴を示す。例えば，単調片押し，繰り返し，ランダムなど 

8-1) シアスパン：せん断スパン。建研式のような逆対称変形の場合はクリアスパンの半分。 

8-2) せん断スパン比：せん断スパン（シアスパン）を有効せいで除した値。 

 

302-計測情報 

1) 部材応力の計測方法；部材が負担している応力（せん断力，軸力）の計測方法について示

す。加力点や支持点のロードセルの値のみで定まる（支持点や加力点の位置の値を用い

ずに定まる）場合は「直接」と記載する。例えば単純梁中央載荷で，加力点の荷重と支

持点の反力をロードセルで計測している場合などは「直接」。 

2) 部材変位の計測方法；加力により生じる部材の変位の計測方法について示す。計測値に加

力梁などの試験区間外の変形を含む場合は「間接」と記載する。例えばジャッキのスト

ロークの値を用いて部材の変形角を計算している場合などは「間接」。 

 

4. 実験データ情報： 

401-データ特性情報 

逆対称変形 
（建研式など） 

逆対称荷重 
（大野式など） 

単純梁 
3 点曲げ 
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1) 水平応力データの有無；水平応力データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙

面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。補正が必要であり，文献内の情報から可能である場合，「必

要（可）」，補正が必要だが文献内の情報からできない場合，「必要（不可）」を選択

する。 

2) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

3) 水平変形データの有無；水平変形データについての情報を示す。アナログデータ（論文紙

面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それらが包絡線上のデータ，

または全データかを示す。補正の必要性の有無について示す。 

7) 分離された水平変形データの有無；分離された水平変形データについての情報を示す。ア

ナログデータ（論文紙面上の情報），デジタルデータの有無。データがある場合，それら

が包絡線上のデータ，または全データかを示す。部材の分離された水平変形として使用す

るために，補正の必要性の有無について示す。 

8) 備考；上記の補足またはその他必要な情報を記載。 

402-剛性情報  

1) 第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる弾性剛性の値を示す。正負交

番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2) 第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の割線剛性の値を

示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3) 第 2 折れ点後（正勾配）；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点以降

の正勾配を接線剛性の値で示す。なお，脆性部材の場合は「-」と表記。正負交番載荷の

場合は，正負の値を示す。 

4) 耐力低下（負勾配）；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる耐力低下時の負勾配

を接線剛性の値で示す。正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

403-強度情報 

1)第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 1 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2)第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3)第 3 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 3 折れ点の強度の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

404-変形情報 

1)第 1 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 1 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

2)第 2 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 2 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

3)第 3 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 3 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 

4)第 4 折れ点；実験データ（荷重変形の包絡線）から得られる第 4 折れ点の変形の値を示す。

正負交番載荷の場合は，正負の値を示す。 
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405-減衰情報 

1) ポテンシャルエネルギー；各変形角におけるポテンシャルエネルギーを示す。 

2) 履歴吸収エネルギー；各変形角における履歴吸収エネルギー量を示す。 

3) 等価粘性減衰定数；各変形角における記載されている等価粘性減衰定数を示す。 

406-破壊モード 

1) 実験時破壊モード；実験で得られている破壊モード。正負交番載荷の場合は，正負の値を

示す。 

1-1) 実験の最大耐力時損傷状態   主筋―降伏・降伏前 

せん断補強筋―降伏・降伏前 

ひび割れ―せん断，付着 

1-2) 最終破壊モード：曲げ破壊，せん断破壊，付着破壊，曲げ・せん断破壊（曲げ降伏後の

せん断破壊），曲げ・付着破壊（曲げ降伏後の付着破壊），から選択する。付着破壊に

関しては，例えば土木分野では付着破壊と分類することはあまりないため，文献に明

記されていないものは破壊性状の記述から判断し，筆者による判断とデータ入力者に

よる判断の区別は「406-破壊モード」の「信頼度」の欄に記録した。 

2) 計算時破壊モード；文献中で計算された最小の終局強度を破壊モードとする。正負非対称

の部材の場合は，正負の値を示す。 

407-損傷状態情報（ひび割れや鉄筋降伏，圧縮破壊，主筋座屈などの損傷状態を示す情報） 

1) 曲げひび割れ；実験で得られている曲げひび割れ時の荷重と変形の値。 

2) せん断ひび割れ；実験で得られているせん断ひび割れ時の荷重と変形の値。 

3) 主筋降伏；実験で得られている最初に主筋が降伏した時の荷重と変形の値。 

4) せん断補強筋降伏；実験で得られてい最初にせん断補強筋が降伏した時の荷重と変形の

値。 

5) かぶりコンクリート剥落；実験で得られているかぶりコンクリートが剥落した時の荷重と

変形の値。 

6) 最大耐力；実験で得られている最大耐力に達した時の荷重と変形の値。 

7) 主筋座屈；実験で得られている最初に主筋が座屈した時の荷重と変形の値。 

8) 軸崩壊；実験で得られている軸崩壊に達したまたはそう見なされる時の荷重と変形の値。 

9) 付着ひび割れ；実験で得られている付着ひび割れ時の荷重と変形の値。 

10) ひび割れ図情報；ひび割れ図の有無，ある場合はそのデータの保存を行い，そのファイ

ル名称を記載。またひび割れが計測されている部材角を記載する。 

11) その他損傷情報；その他の損傷情報を記載する。 

12) 備考；ひび割れ情報が写真の場合などを記載する。 

408-デジタルデータ 

1) ファイル名；デジタルデータをテキスト形式で保存。そのファイル名称を記載。 

 

評価シート：各評価方法に対して剛性，耐力，靱性能についての算定に必要な項目を示し，その

算定値と式の算定精度を示す。 

 

1-剛性評価 
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101-曲げ弾性剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 弾性剛性 K1f 

102-せん断弾性剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 弾性剛性 K1s 

103-降伏時剛性 Ky 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) 降伏時剛性 Ky 

104-せん断破壊時剛性 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) せん断破壊時剛性 Ksu 

105-3 次勾配 K3（正勾配） 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

2) 3 次勾配 K3 

106-精度 

1) 弾性剛性（算定値） 

2) 実験値/算定値 

3) 降伏時剛性（算定値） 

4) 実験値/算定値 

5) せん断破壊時剛性（算定値） 

6) 実験値/算定値 

7) 3 次勾配（算定値） 

8) 実験値/算定値 

 

2-強度評価 

101-曲げひび割れ 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げひび割れ強度 Qfc 

102-せん断ひび割れ 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a)  せん断ひび割れ強度 Qsc 

103-曲げ終局強度 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げ終局強度 Qfu 

104-せん断終局強度 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a)  せん断終局強度 Qsu 

105-精度 

1) 曲げひび割れ強度（算定値） 
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2) 実験値/算定値 

3) せん断ひび割れ強度（算定値） 

4) 実験値/算定値 

5) 曲げ終局強度（算定値） 

6) 実験値/算定値 

7) せん断終局強度（算定値） 

8) 実験値/算定値 

 

3-変形評価 

101-曲げ降伏後破壊変位 

1) 各計算に必要な項目（複数あり） 

a) 曲げ降伏後破壊変位 δd 

 

4-評価結果集計：平均値（実験値/算定値），標準偏差 σ，変動係数 CV： 
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3.2 収集データの特性 

3.2.1 引用論文 

 表 3.2.1，表 3.2.2 に本データベースで引用した論文の数を示す。 

 

表 3.2.1 引用した論文の数（論文別） 

 論文名  論文数 

黄表紙 17 

JCI 年次大会 85 

構造工学 3 

基整促 2 

合計 107 

 

表 3.2.2 引用した論文の数（年代別） 

年 論文数 年 論文数 年 論文数 年 論文数 年 論文数 

1970 0 1980 1 1990 3 2000 4 2010 2 

1971 0 1981 0 1991 1 2001 2 2011 1 

1972 0 1982 0 1992 7 2002 2 2012 1 

1973 0 1983 0 1993 6 2003 1 2013 2 

1974 0 1984 0 1994 6 2004 3 2014 9 

1975 0 1985 0 1995 8 2005 0 2015 5 

1976 1 1986 1 1996 2 2006 3 2016 12 

1977 0 1987 2 1997 3 2007 1 2017 7 

1978 0 1988 1 1998 2 2008 0   

1979 1 1989 1 1999 4 2009 2   

計 2 計 6 計 42 計 18 計 39 

        合計 107 

 

 
図 3.2.1 引用した論文の数 
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3.2.2 引用試験体数 

 表 3.2.3，表 3.2.4 に本データベースで引用した試験体数を示す。 

 

表 3.2.3 引用した試験体の数（論文別） 

 論文名  論文数 

黄表紙 106 

JCI 年次大会 400 

構造工学 13 

基整促 8 

合計 527 

 

表 3.2.4 引用した試験体の数（年代別） 

年 試験体数 年 試験体数 年 試験体数 年 試験体数 年 試験体数 

1970 0 1980 10 1990 23 2000 12 2010 9 

1971 0 1981 0 1991 2 2001 15 2011 3 

1972 0 1982 0 1992 49 2002 47 2012 3 

1973 0 1983 0 1993 18 2003 2 2013 5 

1974 0 1984 0 1994 18 2004 13 2014 34 

1975 0 1985 0 1995 34 2005 0 2015 19 

1976 8 1986 6 1996 5 2006 14 2016 64 

1977 0 1987 14 1997 21 2007 7 2017 20 

1978 0 1988 11 1998 4 2008 0   

1979 8 1989 13 1999 14 2009 2   

計 16 計 54 計 188 計 112 計 157 

        合計 527 

 

 
図 3.2.2 引用した試験体の数 
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3.2.3 収集した実験データの特徴 

 収集した実験データの特徴を示すために，以下の項目についての収集データの頻度分布および

統計データを，以下の項目について示す。 

（検討項目） 

コンクリート強度    図 3.2.3 

主筋降伏強度    図 3.2.4 

引張鉄筋比     図 3.2.5 

コンクリート強度－主筋降伏強度関係  図 3.2.7 

せん断補強筋降伏強度   図 3.2.8 

せん断補強筋比    図 3.2.9 

コンクリート強度－せん断補強筋降伏強度関係 図 3.2.10 

主筋降伏強度－せん断補強筋降伏強度関係 図 3.2.11 

全せい     図 3.2.12 

せん断スパン比    図 3.2.13 
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１）コンクリート強度（図 3.2.3 参照） 

 収集した実験データのコンクリート強度は，12.2N/mm2から 166.8N/mm2に分布している。後

述する評価式の精度検証では、コンクリート強度 18.0~60.0 N/mm2の試験体を用いる。 

 

コンクリート強度 B (N/mm2) 

 
曲げ破壊 せん断破壊 付着破壊 

曲げ・ 

せん断破壊 

曲げ・ 

付着破壊 
不明 全体 

n 202 158 50 71 21 25 527 

最大値 126.0 139.5 114.7 166.8 81.4 65.5 166.8 

最小値 14.7 12.2 18.0 18.1 18.7 19.5 12.2 

平均値 42.8 41.2 32.8 56.6 45.2 36.0 43.0 

 

 
図 3.2.3 収集データの頻度分布（コンクリート強度） 

（横軸は区間下限値） 
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２）主筋強度（図 3.2.4 参照） 

 収集した実験データの主筋強度は，114N/mm2（ニッケル鋼）から 1197N/mm2に分布している。

規格降伏点強度でいうと 295～980 N/mm2に加え，構造実験の目的に合わせて加工された鉄筋が

使用されたためと考えられる。これまでの実験では，主筋の降伏強度が 300~500 N/mm2のもの

が多く使用されており，コンクリート強度同様に，一般建築で多く使用される強度の鉄筋を梁主

筋に用いた構造実験が多く実施されている。また，高層 RC 造建物などを対象とした構造実験も

実施されており、高強度鉄筋が使用されている。 

 

主筋降伏強度 y (N/mm2) 

 
曲げ破壊 せん断破壊 付着破壊 

曲げ・ 

せん断破壊 

曲げ・ 

付着破壊 
不明 全体 

n 200 150 50 71 21 24 516 

最大値 1022 1197 1044 788 806 827 1197 

最小値 114 261 385 318 387 349 114 

平均値 485 828 866 492 609 567 631 

 

 
図 3.2.4 収集データの頻度分布（主筋降伏強度） 

（横軸は区間下限値） 
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３）引張鉄筋比（図 3.2.5 参照） 

 収集した実験データにおいて使用された梁主筋比は 0.40%～4.96%まで分布している。曲げ破

壊型では 0.50％から 2.00%に多くのデータが分布している。一方，せん断破壊型では広く分布し

ており，主筋降伏強度を高くした試験体と引張鉄筋比を増やした試験体の両方が含まれていると

考えられる。付着破壊型では、2.00%から 2.50%に多くのデータが分布している。 

 

引張鉄筋比 pt (%) 

 
曲げ破壊 せん断破壊 付着破壊 

曲げ・ 

せん断破壊 

曲げ・ 

付着破壊 
不明 全体 

n 200 157 50 71 21 22 521 

最大値 3.67 4.96 4.17 2.75 3.00 2.25 4.96 

最小値 0.39 0.40 1.04 0.56 0.85 0.59 0.39 

平均値 1.41 1.91 2.24 1.78 1.59 1.60 1.71 

 

 
図 3.2.5 収集データの頻度分布（引張鉄筋比） 

（横軸は区間下限値） 
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４）コンクリート強度－主筋強度関係（図 3.2.6 参照） 

 収集した実験データのコンクリート強度と主筋強度について検討する前に，図 3.2.6 に，現在

の我が国の高強度材料の適用を大いに推進した1988年-1993年に実施された建設省総合技術開発

プロジェクト「鉄筋コンクリート造建築物の超軽量・超高層化技術の開発」（略称:NewRC，主査：

東京大学名誉教授 青山博之）[3-1]において示された実用化を想定したコンクリートおよび鉄筋の

高強度材料の範囲を示す。 

 

図 3.2.6  NewRC 総プロで示された研究開発のゾーニングと材料強度との関係[3-2] 

 

図 3.2.7 収集データの頻度分布（コンクリート強度と主筋強度関係） 
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図 3.2.7 に収集データのコンクリート強度と主筋強度関係を示す。図 3.2.6 と図 3.2.7 を比較す

ると，収集データのコンクリート強度 20N/mm2前後および主筋強度 295N/mm2前後に分布する

データが，いわゆる NewRC 総プロで示したような現行の材料強度の範囲であり，我が国の一般

的な鉄筋コンクリート造建物で使用されている強度領域であることが再認識できる。また，この

領域の実験データが多く存在する理由の一つとして，1968 年十勝沖地震後を経験し，それまでの

せん断補強筋の規定では十分な耐震性能が確保できないことが分かったため，短梁崩壊に関する

総プロ[3-3]が実施され，官学民が協力して多くの構造実験が実施された影響が挙げられる。 

現在は，コンクリート強度 200 N/mm2前後まで，主筋強度は 980 N/mm2前後までの超高強度

材料を用いた研究開発が実施されている。 
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５）せん断補強筋強度 

 収集した実験データのせん断補強筋強度は，188N/mm2 から 1767N/mm2 に分布している。こ

れは鉄筋種別で言うと SD295 から SBPD1275/1420 までの範囲に相当する。頻度分布には主に 3

つの山が表れている。これは，SD345，685, 785 および SBPD1275/1420 の鉄筋種別の位置に相

当する。 

これまでの実験では，せん断補強筋の降伏強度が 400 N/mm2前後のものが多く使用されている。

降伏強度が 900 N/mm2前後のデータは，鉄筋種別で言うと SD785 に相当し，降伏強度が 1400 

N/mm2前後のデータは，鉄筋種別で言うと SBPD1275/1420 に相当する。 

 

せん断補強筋降伏強度 wy (N/mm2) 

 
曲げ破壊 せん断破壊 付着破壊 

曲げ・ 

せん断破壊 

曲げ・ 

付着破壊 
不明 全体 

n 198 113 50 71 21 24 477 

最大値 1767 1454 1456 1451 1392 1428 1767 

最小値 188 266 305 239 366 358 188 

平均値 617 621 702 724 842 619 653 

 

 

図 3.2.8 収集データの頻度分布（せん断補強筋降伏強度） 

（横軸は区間下限値） 
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６）せん断補強筋比（図 3.2.9 参照） 

収集した実験データにおいて使用されたせん断補強筋比は0.00%～1.80%までに分布している。

曲げ降伏先行型では，せん断補強筋比が 0.20%から 1.80%まで広く分布している。一方，せん断

破壊型では，せん断補強筋比が 0.00%から 0.80%前後に分布している。曲げ降伏型は，平均値が

0.62%と非常に高く、せん断補強筋を十分に配筋して実験を行う場合が多いと考えられる。 

 

せん断補強筋比 pw (%) 

 
曲げ破壊 せん断破壊 付着破壊 

曲げ・ 

せん断破壊 

曲げ・ 

付着破壊 
不明 全体 

n 202 158 50 71 21 25 527 

最大値 1.52 1.80 1.21 1.33 1.33 1.43 1.80 

最小値 0.00 0.00 0.15 0.12 0.34 0.00 0.00 

平均値 0.62 0.36 0.58 0.56 0.71 0.53 0.53 

 

 

図 3.2.9 収集データの頻度分布（せん断補強筋比） 

（横軸は区間下限値） 
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７）せん断補強筋降伏強度―コンクリート強度関係（図 3.2.10 参照） 

せん断補強筋降伏強度とコンクリート強度の明確な相関は見られないが，せん断補強筋降伏強

度が高い場合には，比較的高強度のコンクリートを選択する傾向が見られた。 

 

 

図 3.2.10 収集データの頻度分布（コンクリート強度-せん断補強筋降伏強度の関係） 

 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0

せ
ん

断
補

強
筋

降
伏

強
度


w
y
(N
/m

m
2
)

コンクリート強度 B (N/mm2)

曲げ破壊

せん断破壊

付着破壊

曲げ・せん断破壊

曲げ・付着破壊

不明



第 3 章 梁部材 
 

 

3-21 

８）せん断補強筋降伏強度―主筋降伏強度関係（図 3.2.11 参照） 

主筋降伏強度とせん断補強筋降伏強度との明確な相関は見られない。 

 

 

 
図 3.2.11 収集データの頻度分布（主筋降伏強度-せん断補強筋降伏強度の関係） 
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９）全せい（図 3.2.12 参照） 

 論文に記載のあった全せいについて収集したデータである。集計結果を図 3.2.12 に示す。デー

タは 150mm から 1280mm に分布している。最も多いのが全せい 300mm から 400mm 前後を想

定した試験体である。 

 

全せい D (mm) 

 
曲げ破壊 せん断破壊 付着破壊 

曲げ・ 

せん断破壊 

曲げ・ 

付着破壊 
不明 全体 

n 201 158 50 71 21 25 526 

最大値 1280 1280 500 600 700 450 1280 

最小値 200 200 250 200 180 150 150 

平均値 369 376 359 341 377 334 365 

 

 

図 3.2.12 収集データの頻度分布（全せい）（横軸は区間下限値） 
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１０）せん断スパン比（図 3.2.13 参照） 

 収集した実験データのせん断スパン比（せん断スパンを有効せいで除した値）は，0.74 から 6.25

に分布している。曲げ破壊型は 2.00 から 2.50 までの試験体が多い。せん断破壊型の多くは、せ

ん断スパン比が 1.00 から 2.50 まで分布しているが、4.00 の試験体もいくつかあり、付着破壊と

せん断破壊の判別の難しさが伺える。 

 

せん断スパン比 a/d  

 
曲げ破壊 せん断破壊 付着破壊 

曲げ・ 

せん断破壊 

曲げ・ 

付着破壊 
不明 全体 

n 200 158 50 71 21 22 522 

最大値 6.25 3.60 3.60 3.35 3.60 4.63 6.25 

最小値 0.87 0.86 1.50 0.74 1.35 1.43 0.74 

平均値 2.68 2.21 2.41 2.18 2.43 2.89 2.44 

 

 

図 3.2.13 収集データの頻度分布（せん断スパン比）（横軸は区間下限値） 
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3.3 収集データの信頼度分析 

  

実験データ収集において、文献より読み取る際の曖昧さや不確かさは多少存在する。また、や

や特殊な断面のため、データベースのフォーマットが対応していない場合もある。本報告書では

信頼度と呼んでおり、各項目で必要に応じて記録している。桁数の間違いなど間違いが明らかな

場合は値を修正した。筆者に誤記の確認が取れたものは、修正し、その旨を信頼度の欄に入力し

た。 

 

（１） 基本情報 

 実験主体は、原則、第一著者の所属機関としている。当該著者の異動などの場合、分かる範囲

で、研究を実施した機関を入力した。 

 

（２） 試験体情報 

a) 試験体スケール 

論文に記載がある場合のみ入力した。 

b) コンクリートの打設方向 

 論文に記載がある場合のみ入力した。付着強度の算定で必要となるが、明記されていない

文献が散見された。 

c) コンクリート材料 

コンクリート圧縮強度は圧縮試験の結果を入力した。ヤング係数も圧縮試験の結果で、記

載のある場合のみ入力している。引張強度は、割裂引張試験の結果である。 

d) 鉄筋材料 

 引張試験の結果を記している。降伏強度は、降伏応力度または 0.2%耐力である。降伏ひず

みは、文献に記載のある場合のみ入力しており、その定義が明記されたものはほぼ無かった。 

e) 断面情報 

 多段配筋梁の有効せいは、引張鉄筋の重心位置からコンクリート圧縮縁までの距離とした。

ただし、主筋位置が明記されておらず、有効せいのみ記載された文献については、その有効

せいの値を入力した。主筋位置までの寸法情報が明記されていない論文が散見された。また、

部材せい方向の鉄筋位置は記載されているが、幅方向は省略されたものも多かった。鉄筋の

あきが分からず付着強度を算出できなかった試験体が多かった。 

f) 主筋情報 

 主筋に２種の鉄筋を使用した試験体について、同径同鋼種の場合は降伏強度などの機械的

性質をそれらの平均値とした。異径の場合、機械的性質の欄には本数の多いほうの値を入力

し、引張鉄筋の降伏引張力が同じになるように主筋本数を調整した。 

 

（３） 加力・計測情報 

a) 加力形式 

複曲率の加力方式では、逆対称変形と逆対称荷重のいずれにも対応できる装置が増えてお

り、制御方法が不明瞭なものもあったが、文中に逆対称変形を示唆する論文が多かった。建

研式は逆対称変形と入力した。 
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（４） 実験データ情報 

a) 実験時の破壊モード 

 文献に記載された終局時の破壊形式を入力した。記載のないもので、実験結果の記述より

データ入力者が判断したものも含まれており、信頼度の欄に「データ入力者の判断」と記入

している。 

b) 損傷情報 

 ひび割れ観測の方法は明記されていないものが多く、サイクルピーク時のみ観測した実験

もあると思われる。特に初期曲げひび割れの視認については、発生から遅れた場合について

も、文献に記載されている印象があった。 

主筋降伏の荷重と変形は、原則として 1 段筋が降伏した時の値を採用した。 

荷重―変形関係のグラフから読み取った値を入力したものもある。 
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3.4 実験データの定義 

3.4.1 実験データの収集方法 

梁部材の構造性能実験データベースの収集は，日本建築学会発行の論文報告集，大会学術講演

概便集，構造工学論文集，日本コンクリート工学会発行の年次講演会論文集に 1976 年から 2017

年までに記載された実験データから抽出した。試験体は、通常仕様の梁を対象としており、次の

ような試験体は採用しなかった。 

 コンクリートに繊維を混入した試験体 

 軽量コンクリート試験体 

 単純梁形式の試験体（地震時荷重と異なる荷重条件による実験） 

 丸鋼を用いた試験体 

 側面に補強部材を後施工したもの 

 プレキャストで継手のあるもの ←在来工法と同等以上の性能が要求されているため 

 高強度と普通強度のせん断補強筋が混在しているもの 

 せん断補強筋が、梁せいの途中で減じられているもの 

 縮小主筋を用いているもの 

 特殊な補強筋（減衰筋、定着されないひび割れ防止筋、付着割裂補強筋）が用いられている

もの 

 有孔梁 ←無開口梁と同等以上の性能が要求されているため 

 主筋が 2 段階にカットオフされたもの 

 ひび割れを補修したもの 

 PC 梁 ←RC 造対象のため 

 再生骨材 

 既往文献のデータベース 

 アンボンド PC ←RC 造対象のため 

 プレストレスト RC ←RC 造対象のため 

 

3.4.2 曲げ降伏先行型の実験結果の例 

代用的な梁の加力実験例として，文献[3-14]で行った試験体 BL-22 の結果を示す。図 3.4.1 に

荷重変形関係を，図 3.4.2 に最終破壊状況を示す。正加力側の骨格曲線に着目すると，部材角

R=1/400(rad)時には梁端部に曲げひび割れが発生しており，剛性低下が確認できる。部材角

R=1/200(rad)時に，梁端部の危険断面位置で梁主筋が降伏ひずみに達し，部材角 R=1/100(rad)

で最大耐力となった。最大耐力後は、変形の増加に伴って梁端部コンクリートの損傷が伸展し，

曲げひび割れおよび曲げせん断ひび割れ幅が拡幅し，荷重が徐々に低下した。いわゆる，曲げ降

伏後のせん断破壊に至ったと判断される。図 3.4.1 の破線のように補間して骨格曲線を作成した

場合、最大耐力の 80%以下に荷重が低下したのは，部材角が R=1/23(rad)=4.43%の時であった。 

 曲げ降伏後の付着破壊の例として，図 3.4.3に荷重変形関係を，図 3.4.4に最終破壊状況を示す。

この実験データは，梁上部が f’c30，梁下部が f’c60 の梁部材データである。部材角 R=0.008(rad)

前後で梁主筋降伏が確認されたのちに最大耐力となった。その後，部材角 R=0.033(rad)を超えた

あたりで，梁上端筋周辺の付着割裂ひび割れ幅が拡幅して荷重が低下し，曲げ降伏後の付着破壊

になった。  
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図 3.4.1 曲げ降伏先行型（曲げ降伏後のせん断破壊）の RC 梁部材の荷重―変形関係[3-13] 

 

 
図 3.4.2 曲げ降伏後のせん断破壊に至った梁部材（BL-22）の最終破壊状況 

 

Ky=αy・Ke，ke：弾性剛性 
     αy：降伏点剛性低下率，ky：降伏点剛性 

弾性 
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曲げ降伏点（Ky） 
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限界変形点（0.80Qmax）

Ke 

限界変形角 

□部材角 R=1/100(rad)時の損傷状況 □部材角 R=1/14(rad)時の損傷状況 
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図 3.4.3 曲げ降伏先行型（曲げ降伏後の付着破壊）の RC 梁部材の荷重―変形関係 

 

 

図 3.4.3 曲げ降伏後の付着破壊に至った梁部材の最終破壊状況 
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3.4.3 荷重変形関係の特性値 

梁部材の破壊形式を，曲げ降伏後のせん断破壊および付着破壊，曲げ降伏前のせん断破壊およ

び付着破壊、並びに曲げ破壊に分類した。 

① せん断破壊 （曲げ降伏前のせん断破壊） 

② 付着破壊  （曲げ降伏前の付着破壊） 

③ 曲げ・せん断破壊 （曲げ降伏後のせん断破壊） 

④ 曲げ・付着破壊 （曲げ降伏後の付着破壊） 

⑤ 曲げ破壊  （曲げ破壊など） 

また、曲げ降伏する③④⑤を曲げ降伏先行型とした。 

 

荷重変形関係をモデル化する際，骨格曲線の主要な特性点を４つ定義する。 

１）弾性限界点（曲げひび割れ点） 

曲げひび割れが発生した点であり，この時点の割線剛性を弾性剛性とする。実験値は、初期

曲げひび割れが視認された点とする。実験データに弾性剛性の記載がある場合や、曲げひび割

れ発生時の強度が記されている場合は，グラフ上から変形（部材角）を読み取ったものもある。

モデルでは第１折点となる。 

２）曲げ降伏点（主筋降伏点） 

主筋が降伏した点である。２段配筋で、１段筋と２段筋の降伏が記されている場合は，原則

として１段筋降伏を降伏点として定義した。モデルでは第 2 折点となる。 

３）最大耐力点 

最大耐力となった点。４折線モデルの場合は第３折点となる。 

４）限界変形点 

部材としての性能を保持し得る限界点で、既往の研究例えば[3-8]に準じ，最大耐力の 80%まで

耐力が低下した時の点と定義した。 
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3.5 評価式とその精度 

3.5.1 対象データ 

 収集したデータのうち、次の試験体を評価式の精度検証に用いた。 

コンクリート強度：18.0≦B≦60.0 N/mm2 

 

3.5.2 曲げひび割れ強度 

a. 曲げひび割れ強度 

「建築物の構造関係技術基準解説書」[3-9]において示されている次式によって算定する。なお，

曲げひび割れ強度式は RC 規準[3-10]に準じている。 

曲げひび割れ強度 Mcrは，(3.5.1)式によることができる。 

  eccr ZFM 560. （N･mm）                             (3.5.1) 

 cF ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2）ここでは材料試験データを用いる 

  eZ ：鉄筋を考慮した断面係数（mm3） 

 

なお，RC 規準（2018）[3-10]によると，この式における適用範囲は σB=18~60N/mm2 としている。 
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b. 実験値と計算値の比較 

 曲げひび割れ強度の実験値と計算値(3.5.1)式との比較を，図 3.5.1 および表 3.5.1 に示す。表に

は，実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内の試験体数

を示しており，破壊型ごとの比較も行っている。曲げ降伏先行型は、曲げ破壊型、曲げ・せん断

破壊型、曲げ・付着破壊型である。 

 

表 3.5.1 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）に関する統計データ 

曲げひび割れ（実験値／計算値）データ 

破壊型 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

曲げ降伏先行 49 1.04 0.41 2.21 0.21 29 

せん断 23 0.93 0.61 2.52 0.35 7 

付着 7 1.72 0.55 2.78 0.42 1 

全体 79 1.07 0.54 2.78 0.21 37 

 

 

 
図 3.5.1 曲げひび割れ強度の実験値と計算値の比較 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.2 から図 3.5.5 に，曲げひび割れ強度（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断ス

パン比，引張鉄筋比関係およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 
図 3.5.2 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係 

 

 

図 3.5.3 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係 
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図 3.5.4 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係 

 

 
図 3.5.5 曲げひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係 
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3.5.3 弾性剛性（弾性限界点） 

a. 弾性剛性 

弾性剛性の算定は，「建築物の構造関係技術基準解説書」[3-9]に準じ，曲げ変形とせん断変形

を考慮した。 

 

 mmkN

KK

K

sb

e /
11

1
　　


                                                (3.5.2)       

 eK ：梁の弾性剛性 (kN/mm) 

bK ：梁の曲げ剛性 (kN/mm) 

sK ：梁のせん断剛性 (kN/mm) 

  

 
(a)建研式加力    (b)大野式加力    (c)単純梁形式 

図 3.5.6 各実験方法における曲げモーメント図 

 

ここで曲げ剛性 bK は，図 3.5.6 の加力方法に対して次のように算出した。 

  逆対称曲げモーメントの加力形式の場合 
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3
　  

  片持ち梁の加力形式の場合 
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 とする。 

 

 またせん断剛性 sK は， 
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cE ：コンクリートのヤング係数 (kN/mm2) 

eI ：鉄筋を考慮した断面二次モーメント(等価断面二次モーメント) (mm4) 

  









4
1

12

4
2

1

3 r
agnX

BD
I le

  

 

 

G ：コンクリートのせん断弾性係数 (kN/mm2)  

 


12
cE

G  

 

 ：コンクリートのポアソン比であり，ここでは =0.2 として算定した。厳密にはコン

クリート強度に比例すると考えられるが，計算が煩雑となるため，一定値を用いた。 

A：部材の断面積  Db   (mm2) 

 ：せん断剛性を求める際の形状係数であり，ここでは =1.2 として算定した。 

 

なお，コンクリートのヤング係数（ E c）について論文に記載がない場合は，RC 規準（2018）
[3-10]を用いて算定した。 
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  ：コンクリートの気乾単位体積重量(kN/m3)，RC 規準（2018）[3-10]に従って算定し

た。 
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：鉄筋の公称半径
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b. 実験値と計算値の比較 

 弾性剛性の実験値と計算値(3.5.2)式との比較を，図 3.5.7 および表 3.5.2 に示す。表には，実験

値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内の試験体数を示して

おり，破壊型ごとの比較も行っている。実験値は、初期曲げひび割れ時の荷重と変形の値から算

出している。曲げ降伏先行型は、曲げ破壊型、曲げ・せん断破壊型、曲げ・付着破壊型である。 

 

表 3.5.2 弾性剛性（実験値／計算値）に関する統計データ 

弾性剛性（実験値／計算値）データ 

破壊型 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

曲げ降伏先行 26 0.39 0.45 0.83 0.16 2 

せん断 10 0.69 0.46 1.15 0.18 5 

付着 1 0.17 0.00 0.17 0.17 0 

全体 37 0.46 0.56 1.15 0.16 7 

 

 

 
図 3.5.7 弾性剛性の実験値と計算値の関係 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.8 から図 3.5.11 に，弾性剛性（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパン比，

引張鉄筋比およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 
図 3.5.8 弾性剛性（実験値／計算値）－コンクリート強度関係 

 

 
図 3.5.9 弾性剛性（実験値／計算値）－せん断スパン比関係 
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図 3.5.10 弾性剛性（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係 

 

 
図 3.5.11 弾性剛性（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係 
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引張鉄筋比が大きいほど高くなる傾向にあり、そのため、曲げ降伏先行型よりもせん断破壊型の

試験体のほうが実験値／計算値は高い傾向にある。 
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3.5.4 せん断ひび割れ強度（基準式） 

a. せん断ひび割れ強度（建築物の構造関係技術基準解説書） 

 せん断ひび割れ強度の算出は， 2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書[3-9]に従って行った。 

 

𝑄௦௨ ൌ ቊ
0.085𝑘ሺ𝐹  500ሻ

𝑀/ሺ𝑄𝑑ሻ  1.7
ቋ 𝑏𝑗  ሺkgfሻ (3.5.3) 

 

 ここで， 

     ck ：部材せいに対する補正係数 (d>40cm の時，0.72) 

     cF ：コンクリートの圧縮強度  (kgf/cm2) 

      dQ/M  ：シアスパン比 

     b ：梁幅  (cm) 

     j ：応力中心距離(=7/8d) (cm) 

     d ：梁の有効せい 

 

 この式は，圧縮強度 36N/mm2程度以下，鉄筋は SD390 級以下の普通強度の材料を用いた部材

の実験結果から得られた実験式であり，それらが適用範囲となる。 

 しかし近年，圧縮強度が 36N/mm2 を超えるコンクリートを用いた部材の実験データが蓄積さ

れており，日本建築学会「高強度コンクリートの技術の現状」では，圧縮強度が 60N/mm2 以下

の範囲まで適用可能であるとの検討がなされている。 

 なお，部材せいに対する補正係数 ck については，有効せい d との関係を示した下のグラフから

d<40cm の範囲を主に算出される。 

 

 

 

  



第 3 章 梁部材 
 

3-40 

b. 実験値と計算値の比較 

 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値(3.5.3)式との比較を，図 3.5.12 および表 3.5.3 に示す。

表には，実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内の試

験体数を示しており，破壊型ごとの比較も行っている。曲げ降伏先行型は、曲げ破壊型、曲げ・

せん断破壊型、曲げ・付着破壊型である。 

 

表 3.5.3 せん断ひび割れ割れ強度（実験値／計算値）に関する統計データ 

せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）データ 

破壊型 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

曲げ降伏先行 59 1.12 0.46 3.14 0.41 34 

せん断 44 1.05 0.45 2.94 0.27 35 

付着 21 0.85 0.15 1.13 0.68 19 

全体 124 1.05 0.44 3.14 0.27 88 

 

 

 
図 3.5.12 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値の比較 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.13 から図 3.5.16 に，せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）（基準式）とコンクリート

強度，せん断スパン比，引張鉄筋比およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 
図 3.5.13 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係 

 

 
図 3.5.14 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係 
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図 3.5.15 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係 

 

 
図 3.5.16 せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係 
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3.5.5 せん断ひび割れ強度（靭性指針式） 

a. せん断ひび割れ強度（靭性指針式） 

せん断割れ強度（靭性指針式）の算出は、靭性指針式[3-4]に従って行った。 

      𝑉 ൌ 𝜑 ⋅ ൫ඥ𝜎்ଶ  𝜎் ⋅ 𝜎൯ ⋅ 𝑏 ⋅ 𝐷/𝜅（N）                 (3.5.4) 

 

   φ：耐力係数 1.00 

  σT：コンクリートの引張強度（N/mm2） cT F313.0  

  σo ：柱の使用限界変形時の設計用軸方向応力度（N/mm2），圧縮を正とする。 

       

𝜎＝
𝑁

𝑏 ⋅ 𝐷
 

  b：柱幅（mm），D：柱せい（mm），κ：断面形状係数 1.5 
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b. 実験値と計算値の比較 

 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値(3.5.4)式との比較を，図 3.5.17 および表 3.5.4 に示す。

表には，実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内の試

験体数を示しており，破壊型ごとの比較も行っている。曲げ降伏先行型は、曲げ破壊型、曲げ・

せん断破壊型、曲げ・付着破壊型である。 

 

 

表 3.5.4 せん断ひび割れ強度：靱性指針（実験値／計算値）に関する統計データ 

せん断ひび割れ強度：靱性指針（実験値／計算値）データ 

破壊型 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

曲げ降伏先行 59 0.94 0.53 2.95 0.33 32 

せん断 44 0.93 0.62 3.02 0.22 29 

付着 21 0.70 0.15 0.94 0.56 8 

全体 124 0.90 0.55 3.02 0.22 69 

 

 

 
図 3.5.17 せん断ひび割れ強度の実験値と計算値（靭性指針式）の比較 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.18 から図 3.5.21 に，せん断ひび割れ強度（実験値／計算値）（靱性指針式）とコンクリ

ート強度，せん断スパン比，引張鉄筋比およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 
図 3.5.18 せん断ひび割れ強度：靱性指針（実験値／計算値）－コンクリート強度関係 

 

 
図 3.5.19 せん断ひび割れ強度：靱性指針（実験値／計算値）－せん断スパン比関係 
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図 3.5.20 せん断ひび割れ強度：靱性指針（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係 

 

 
図 3.5.21 せん断ひび割れ強度：靱性指針（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係 
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比べてばらつきが大きい。 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

実
験

値
／

計
算

値

Q
sc

.e
xp

/
Q

sc
.c

a
l

引張鉄筋比 pt (%)

曲げ降伏先行

せん断破壊

付着破壊

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

実
験

値
／

計
算

値

Q
sc

.e
xp

/
Q

sc
.c

a
l

せん断補強筋比 pw (%)

曲げ降伏先行

せん断破壊

付着破壊



第 3 章 梁部材 
 

 

3-47 

3.5.6 曲げ終局強度（基準式） 

a. 曲げ終局強度（建築物の構造関係技術基準解説書）[3-9]        

曲げ終局強度の検討は，2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書[3-9]に従って行った。 

 
   　dM ytu  90.  (N･mm)                             (3.5.5) 

 

 t  ：引張鉄筋断面積 (mm2) 

 y  ：引張鉄筋の降伏強度 (N/mm2) 

d：はり有効せい（引張鉄筋が 2 段に配筋される場合，その重心から圧縮縁までの距離） (mm) 
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b. 実験値と計算値の比較 

 曲げ終局強度の実験値と計算値(3.5.5)式との比較を，図 3.5.22 および表 3.5.5 に示す。表には，

実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内の試験体数を

示している。対象は曲げ降伏先行型で，破壊型ごとの比較も行っている。 

  

 

表 3.5.5 曲げ終局強度（実験値／計算値）に関する統計データ（曲げ降伏先行型） 

曲げ終局強度（実験値／計算値）データ 

破壊型 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

曲げ 121 1.10 0.10 1.65 0.80 118 

曲げ・せん断 34 1.09 0.12 1.35 0.78 33 

曲げ・付着 14 1.05 0.06 1.17 0.91 14 

全体 169 1.10 0.10 1.65 0.78 165 

 

 

 
図 3.5.22 曲げ終局強度の実験値と計算値の比較（曲げ降伏先行型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

 図 3.5.23 から図 3.5.26 に，曲げ終局強度（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパ

ン比，引張鉄筋比，主筋強度およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 

図 3.5.23 曲げ終局強度（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 

 

 

図 3.5.24 曲げ終局強度（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

実
験

値
／

計
算

値

Q
fu

.e
xp

/
Q

fu
.c

a
l

コンクリート強度 σB (N/mm2)

曲げ破壊

曲げ・せん断破

壊
曲げ・付着破壊

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

実
験

値
／

計
算

値

Q
fu

.e
xp

/
Q

fu
.c

a
l

せん断スパン比 M/(Qd)

曲げ破壊

曲げ・せん断破

壊
曲げ・付着破壊



第 3 章 梁部材 
 

3-50 

 

図 3.5.25 曲げ終局強度（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係（曲げ降伏先行型） 

 

 
図 3.5.26 曲げ終局強度（実験値／計算値）－せん断補強筋比関係（曲げ降伏先行型） 

 

d. 考察 

 対象試験体数 169 体、実験値／計算値は平均値 1.10、変動係数 0.10、±30%以内の試験体は

165 体で、計算値の評価精度は高く、ほとんどの試験体で実験値／計算値の値が±30%以内とな
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3.5.7 降伏点剛性低下率 

a. 降伏点剛性低下率 [3-9], [3-13] 

 降伏点剛性低下率とは，部材が曲げ降伏に至った時点の原点からの割線剛性と，初期弾性剛性

との比を示している。降伏点剛性低下率は，1973 年に提案された菅野式[3-13]が広く適用されてい

る。菅野式では、主筋の降伏によって剛性低下が顕著になり始める点の割線剛性を、コンクリー

ト断面の初期弾性剛性に対する比率として与えている。 

 

（せん断スパン比（M/QD）2.0 以上） 

 
2)()043.064.1043.0( DdDaptny                    (3.5.6) 

 

n ：ヤング係数比， tp ：引張鉄筋比 

a ：シアスパン長さ (mm) ≦3.0D 

D ：梁せい (mm)， d ：梁の有効せい (mm) 

   

 （せん断スパン比（M/QD）2.0 未満） M/QD≧1.0 

2)()159.00836.0( DdDay              ( 3 .5 .7 )  

 
  (3.5.6)式は，pt=0.4～2.8%，a/D=2.0~5.0 の範囲の実験資料を用いた検証結果より，±30%の

範囲にある資料が全資料の 90%であったことが確認されている。a/D=1.0~2.0 の試験体について

は、(3.5.7)式による計算値と比較した結果、ばらつきは大きいが、±30%の範囲にある資料が全資

料の 80%で，(3.5.6)式よりも精度が良かったとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.27 菅野式の定義と降伏点剛性と実験値の比較[3-13] 
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b. 実験値と計算値の比較 

降伏点剛性低下率の実験値と計算値(3.5.6) (3.5.7)式との比較を，図3.5.28および表3.5.6に示す。

表には，実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値および±30%以内の試

験体数を示している。対象は曲げ降伏先行型で，破壊型ごとの比較も行っている。 

 実験値は、主筋降伏時の割線剛性を用い、コンクリート断面の初期弾性剛性に対する比率を算

出した。2 段配筋の試験体については、1 段目主筋が降伏した時の割線剛性とした。 

  

表 3.5.6 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）の統計値（曲げ降伏先行型） 

降伏点剛性低下率（実験値／計算値）データ 

破壊型 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

曲げ 21 0.89 0.15 1.20 0.62 19 

曲げ・せん断 3 1.15 0.39 1.77 0.69 1 

曲げ・付着 3 1.08 0.05 1.14 1.00 3 

全体 27 0.94 0.23 1.77 0.62 23 

 

 
図 3.5.28 降伏点剛性低下率の実験値と計算値の比較（曲げ降伏先行型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

図 3.5.29 から図 3.5.32 に，降伏点剛性低下率（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断ス

パン比，引張鉄筋比およびせん断補強筋比の関係を示す。 

 

 
図 3.5.29 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－コンクリート強度関係（曲げ降伏先行型） 

 

 

図 3.5.30 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－せん断スパン比関係（曲げ降伏先行型） 
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図 3.5.31 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－引張鉄筋比関係（曲げ降伏先行型） 

 

 
図 3.5.32 降伏点剛性低下率（実験値／計算値）－主筋強度関係（曲げ降伏先行型） 

 

d. 考察 

 対象試験体数 27 体、実験値／計算値は平均値 0.94、変動係数 0.23、±30%以内の試験体は 23

体で、実験値／計算値は、せん断スパン比が 2.0 以上では低め、2.0 未満では高めな傾向が見られ

た。 
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3.5.8 せん断強度（荒川 min 式） 

a. せん断強度式（建築物の構造関係技術基準解説書）[3-9] 

せん断強度の計算値は，2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書[3-9]の下限式を用いて算

出する。 

 

 （下限式） 

 
  (N)85.0

12.0/

18053.0 23.0

　　bjwypw
QdM

Fcpt
Qsu













                  (3.5.8) 

 

pt ：引張鉄筋比（％） 

Fc ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

M/Q ：M，Q はそれぞれ終局強度算定時における部材内の最大曲げモーメント及びせ

ん断力（ただし，M/(Qd)は，M/(Qd)＜1 のとき 1 とし，M/(Qd)＞3 のとき 3 と

する）(mm) 

d ：はり有効せい (mm)。多段配筋梁の有効せいは、引張鉄筋の重心位置からコンク

リート圧縮縁までの距離とした。ただし、主筋位置が明記されておらず、有効せ

いのみ記載された文献については、その有効せいの値を用いた。 

pw ：せん断補強筋比（小数） 

σwy ：せん断補強筋の降伏強度（N/mm2） 

b ：はり幅 (mm) 

j ：応力中心距離(mm)で 7d/8 としてよい。 

 

上記の(3.5.8)式は以下の荒川原式から誘導されている。 

 

τumin ( kgf/cm2)    

  

yww
Bpu p

Qd

M

kk
σ

σ
7.2

12.0

)180(092.0
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b. 実験値と計算値の比較 

対象はせん断破壊型および付着破壊型の試験体とし、せん断補強筋の無い試験体は除外し

た。(3.5.8)式による計算値とそれぞれ比較する。 

 

せん断破壊型の実験値との比較 

せん断破壊型の試験体について、せん断強度の実験値と計算値(3.5.8)式との比較を，図 3.5.33 お

よび表 3.5.7 に示す。表には，実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値

および±30%以内の試験体数を示している。引張鉄筋の段数とカットオフ筋の有無を区別した比

較も行っている。 

 

表 3.5.7 せん断強度の下限式（実験値／計算値）に関する統計データ（せん断破壊型） 

せん断強度の下限式（実験値／計算値）データ 

配筋 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

1 段配筋 

（全通し筋） 
25 1.39 0.16 1.72 0.88 9 

2 段配筋 

（全通し筋） 
61 1.71 0.22 2.55 1.05 9 

2 段配筋 

（含カットオフ） 
2 1.86 0.07 1.99 1.72 0 

全体 88 1.62 0.23 2.55 0.88 18 

 

 
図 3.5.33 せん断強度の実験値と計算値（下限式）の比較（せん断破壊型） 
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付着破壊型の実験値との比較 

付着破壊型の試験体について、せん断強度の実験値と計算値(3.5.8)式との比較を，図 3.5.34 およ

び表 3.5.8 に示す。表には，実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値お

よび±30%以内の試験体数を示している。引張鉄筋の段数とカットオフ筋の有無を区別した比較

も行っている。 

  

 

表 3.5.8 せん断強度の下限式（実験値／計算値）に関する統計データ（付着破壊型） 

せん断強度の下限式（実験値／計算値）データ 

配筋 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

1 段配筋 

（全通し筋） 
23 1.38 0.14 1.70 0.96 6 

1 段配筋 

（含カットオフ） 
3 0.85 0.06 0.90 0.78 3 

2 段配筋 

（全通し筋） 
18 1.77 0.14 2.22 1.30 1 

2 段配筋 

（含カットオフ） 
4 1.57 0.14 1.87 1.25 1 

全体 48 1.51 0.21 2.22 0.78 11 

 

 
図 3.5.34 せん断強度の実験値と計算値（下限式）の比較（付着破壊型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

対象はせん断破壊型および付着破壊型の試験体とし、せん断補強筋の無い試験体は除外し

た。(3.5.8)式による計算値についてそれぞれ分析する。 

 

i) せん断破壊型の実験値 

図 3.5.35 から図 3.5.38 に，（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパン比，引張鉄

筋比，主筋強度およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 
図 3.5.35 せん断強度（実験値／下限式の計算値）－コンクリート強度関係（せん断破壊型） 

 

 
図 3.5.36 せん断強度（実験値／下限式の計算値）－せん断スパン比関係（せん断破壊型） 
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図 3.5.37 せん断強度（実験値／下限式の計算値）－引張鉄筋比関係（せん断破壊型） 

 

 
図 3.5.38 せん断強度（実験値／下限式の計算値）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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ii) 付着破壊型の実験値 

図 3.5.39 から図 3.5.42 に，（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパン比，引張鉄

筋比，主筋強度およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 
図 3.5.39 せん断強度（実験値／下限式の計算値）－コンクリート強度関係（付着破壊型） 

 

 
図 3.5.40 せん断強度（実験値／下限式の計算値）－せん断スパン比関係（付着破壊型） 
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図 3.5.41 せん断強度（実験値／下限式の計算値）－引張鉄筋比関係（付着破壊型） 

 

 
図 3.5.42 せん断強度（実験値／下限式の計算値）－せん断補強筋比関係（付着破壊型） 

 

d. 考察 

 せん断破壊型は、対象試験体数 88 体、実験値／計算値は平均値 1.62、変動係数 0.23、±30%

以内の試験体は 18 体であった。付着破壊型は、対象試験体数 48 体、実験値／計算値は平均値 1.51、

変動係数 0.21、±30%以内の試験体は 11 体であった。いずれの破壊型でも、2 段配筋梁の実験値

／計算値は 1 段配筋梁よりも高い傾向が見られた。付着破壊型の実験値／計算値は、カットオフ

筋を含む試験体は全て通し筋の試験体よりも低い傾向にあり、1 段配筋でカットオフ筋を含む試

験体では実験値が計算値を下回った。 
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3.5.9 せん断強度（荒川 mean 式） 

a. せん断強度式（建築物の構造関係技術基準解説書）[3-9] 

せん断強度の計算値は，2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書[3-9]の平均値式を用いて

算出する。 

 

（平均値式） 

 
  (N)85.0

12.0/

18068.0 23.0

　　bjwypw
QdM

Fcpt
Qsu













                  (3.5.9) 

 

pt ：引張鉄筋比（％） 

Fc ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

M/Q ：M，Q はそれぞれ終局強度算定時における部材内の最大曲げモーメント及びせ

ん断力（ただし，M/(Qd)は，M/(Qd)＜1 のとき 1 とし，M/(Qd)＞3 のとき 3 と

する）(mm) 

d ：はり有効せい (mm)。多段配筋梁の有効せいは、引張鉄筋の重心位置からコンク

リート圧縮縁までの距離とした。ただし、主筋位置が明記されておらず、有効せ

いのみ記載された文献については、その有効せいの値を用いた。 

pw ：せん断補強筋比（小数） 

σwy ：せん断補強筋の降伏強度（N/mm2） 

b ：はり幅 (mm) 

j ：応力中心距離(mm)で 7d/8 としてよい。 

 

上記の(3.5.9)式は以下の荒川原式から誘導されている。 

 

yww
Bpu

umean p

Qd

M

kk
σ

σ
τ 7.2

12.0

)180(115.0





 ( kgf/cm2)   
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b. 実験値と計算値の比較 

対象はせん断破壊型および付着破壊型の試験体とし、せん断補強筋の無い試験体は除外し

た。(3.5.9)式による計算値とそれぞれ比較する。 

 

せん断破壊型の実験値との比較 

せん断破壊型の試験体について、せん断強度の実験値と計算値(3.5.9)式との比較を，図 3.5.43 お

よび表 3.5.9 に示す。表には，実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値

および±30%以内の試験体数を示している。引張鉄筋の段数とカットオフ筋の有無を区別した比

較も行っている。 

 

表 3.5.9 せん断強度の平均値式（実験値／計算値）に関する統計データ（せん断破壊型） 

せん断強度の平均値式（実験値／計算値）データ 

配筋 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

1 段配筋 

（全通し筋） 
25 1.18 0.16 1.52 0.73 19 

2 段配筋 

（全通し筋） 
61 1.50 0.23 2.18 0.90 22 

2 段配筋 

（含カットオフ） 
2 1.66 0.08 1.79 1.52 0 

全体 88 1.41 0.24 2.18 0.73 41 

 

 
図 3.5.43 せん断強度の実験値と計算値（下限式）の比較（せん断破壊型） 
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付着破壊型の実験値との比較 

付着破壊型の試験体について、せん断強度の実験値と計算値(3.5.9)式との比較を，図 3.5.44 およ

び表 3.5.10 に示す。表には，実験値／計算値の試験体数，平均値，変動係数，最大値，最小値お

よび±30%以内の試験体数を示している。引張鉄筋の段数とカットオフ筋の有無を区別した比較

も行っている。 

  

 

表 3.5.10 せん断強度の平均値式（実験値／計算値）に関する統計データ（付着破壊型） 

せん断強度の平均値式（実験値／計算値）データ 

配筋 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

1 段配筋 

（全通し筋） 
23 1.22 0.13 1.49 0.87 15 

1 段配筋 

（含カットオフ） 
3 0.79 0.06 0.84 0.73 3 

2 段配筋 

（全通し筋） 
18 1.57 0.14 2.00 1.19 3 

2 段配筋 

（含カットオフ） 
4 1.41 0.14 1.69 1.12 1 

全体 48 1.34 0.21 2.00 0.73 22 

 

 
図 3.5.44 せん断強度の実験値と計算値（平均値式）の比較（付着破壊型） 
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c. 実験値／計算値の影響因子分析 

対象は、せん断破壊型および付着破壊型の試験体とし、せん断補強筋の無い試験体は除外

した。 (3.5.9)式による計算値についてそれぞれ分析する。 

 

i) せん断破壊型の実験値 

図 3.5.45 から図 3.5.48 に，（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパン比，引張鉄

筋比，主筋強度およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 
図 3.5.45 せん断強度（実験値／平均値式の計算値）－コンクリート強度関係（せん断破壊型） 

 

 
図 3.5.46 せん断強度（実験値／平均値式の計算値）－せん断スパン比関係（せん断破壊型） 
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図 3.5.47 せん断強度（実験値／平均値式の計算値）－引張鉄筋比関係（せん断破壊型） 

 

 
図 3.5.48 せん断強度（実験値／平均値式の計算値）－せん断補強筋比関係（せん断破壊型） 
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ii) 付着破壊型の実験値 

図 3.5.49 から図 3.5.52 に，（実験値／計算値）とコンクリート強度，せん断スパン比，引張鉄

筋比，主筋強度およびせん断補強筋比関係を示す。 

 

 
図 3.5.49 せん断強度（実験値／平均値式の計算値）－コンクリート強度関係（付着破壊型） 

 

 
図 3.5.50 せん断強度（実験値／平均値式の計算値）－せん断スパン比関係（付着破壊型） 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

実
験

値
／

計
算

値

Q
su

.e
xp

/
Q

su
.c

a
l

コンクリート強度 σB (N/mm2)

１段配筋

（全通し筋）

１段配筋

（含カットオフ）

２段配筋

（全通し筋）

２段配筋

（含カットオフ）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

実
験

値
／

計
算

値

Q
su

.e
xp

/Q
su

.c
a
l

せん断スパン比 M/(Qd)

１段配筋

（全通し筋）

１段配筋

（含カットオフ）

２段配筋

（全通し筋）

２段配筋

（含カットオフ）



第 3 章 梁部材 
 

3-68 

 

図 3.5.51 せん断強度（実験値／平均値式の計算値）－引張鉄筋比関係（付着破壊型） 

 

 
図 3.5.52 せん断強度（実験値／平均値式の計算値）－せん断補強筋比関係（付着破壊型） 
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変動係数 0.21、±30%以内の試験体は 22 体であった。いずれの破壊型でも、2 段配筋梁の実験値

／計算値は 1 段配筋梁よりも高い傾向が見られた。付着破壊型の実験値／計算値は、カットオフ

筋を含む試験体は全て通し筋の試験体よりも低い傾向にあり、1 段配筋でカットオフ筋を含む試

験体では実験値が計算値を下回った。 
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3.5.10 付着強度（RC 規準式） 

a. RC 規準式[3.7.1] 

鉄筋コンクリート構造計算規準（2018）[3-10]の 16 条に記載されている安全性確保のための検

討については，以下の通り算定する。 

 

曲げ材の付着検定断面 

スパン内で最大曲げモーメントとなる断面 

 

曲げ材の引張鉄筋の付着長さ ld 

スパン途中でカットオフされる鉄筋（以下，カットオフ筋という）の付着長さ ld は，

付着検定断面から鉄筋端までの長さとし，鉄筋端部に標準フックを設ける場合は，

折曲げ起点までの長さとする． 

 

大地震動に対する安全性確保のための検討 

通し筋は（3.5.10）式，カットオフ筋は（3.5.11）式による． 

  b
bD

D Kf
dL

d






'41

        （3.5.10） 

  b
d

bD
D Kf

dl

d






42

        （3.5.11） 

ただし， dlld  '  

記号  D：安全性検討用の平均付着応力度 

d：曲げ材の有効せい 

ld：カットオフ筋の付着長さ．対象とする荷重の作用により曲げ材にせん断ひび

割れを生じないことが確かめられた場合には，(3.5.11)式の ld－dを ldとする． 

db：曲げ補強鉄筋径で，異形鉄筋では呼び名の数値とする． 

σD：付着検定断面における安全性検討用の鉄筋引張応力度で以下による． 

曲げ降伏する部材：σD＝σy 
y：付着検定断面における鉄筋の降伏強度で，鉄筋端に標準フックを設ける場合

にはその値の 2/3 倍とする． 

n：水平荷重時せん断力の割増係数で 1.5 以上の数値 

fb：付着割裂の基準となる強度で，表 3.5.11 による． 

：通し筋の応力状態を表す係数で，表 3.5.12 による． 

2：カットオフ筋の応力状態を表す係数で，表 3.5.13 による． 

L’：通し筋の付着長さで，付着検定断面において，カットオフ筋がなく通し筋の

みの場合は L’=L，通し筋とカットオフ筋の両方がある場合は L’=Ll’とする．

対象とする荷重の作用により曲げ材にせん断ひび割れを生じないことが確か

められた場合には，(3.5.10)式の L’－d を L’とする． 
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L：曲げ材の内法長さ 

l'：付着検定断面からカットオフ筋が設計用曲げモーメントに対して計算上不要と

なる断面（以下，計算上不要となる断面という）までの距離で，両端が曲げ

降伏する部材では (3.5.12)式，一端が曲げ降伏で他端が弾性の部材では 

(3.5.13)式で計算する． 

両端曲げ降伏部材：       

2

L

A

A
l

total

cut                (3.5.12) 

一端曲げ降伏・他端弾性部材： L
A

A
l

total

cut                (3.5.13) 

Acut：カットオフされる引張鉄筋の断面積 

Atotal：引張鉄筋の総断面積 

K：鉄筋配置と横補強筋による修正係数で(3.5.14)式による． 

5.24.03.0 






 


bd

WC
K             （3.5.14） 

C：計算する断面における鉄筋間のあき，または最小かぶり厚さの 3倍のうちの小

さいほうの数値で，5db以下とする．なお，(3.5.15)式で C を算定する． 

 b
b dC

N

dNb
C 5,3min min


       （3.5.15） 

N：当該鉄筋列の想定される付着割裂面における鉄筋本数． 

b：部材の幅 

Cmin：当該鉄筋の最小かぶり厚さ． 

W：付着割裂面を横切る横補強筋効果を表す換算長さで，(3.5.16)式による． 

b
st d

sN

A
W 5.280 ≦               （3.5.16） 

Ast：当該鉄筋列の想定される付着割裂面を横切る一組の横補強筋全断面積 

s：一組の横補強筋（断面積 Ast）の間隔 

 

表 3.5.11 付着割裂の基準となる強度 bf  

 
安全性確保のための検討 

上端筋 その他の鉄筋 

普通コンクリート 







 90

40
80 .. cF

 90
40

.cF  

軽量コンクリート 普通コンクリートに対する値の 0.8 倍 

［注］1）上端筋とは，曲げ材にあってその鉄筋の下に 300mm 以上のコンクリ

ートが打ち込まれる場合の水平鉄筋をいう。 

   2） cF はコンクリートの設計基準強度（N/mm2）を表す。 

   3）多段配筋の一段目（断面外側）以外の鉄筋に対しては，上表の値に
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0.6 を乗じる。 

 

 

表 3.5.12 通し筋の応力状態を表す係数 

両端が曲げ降伏する

部材の通し筋 

1 段目の鉄筋 2 

多段配筋の 2 段目以降の鉄筋 1.5 

一端曲げ降伏で他端弾性の部材の通し筋 1 

 

表 3.5.13 カットオフ筋の応力状態を表す係数 

付着長さが L/2 以下

のカットオフ筋 

1 段目の鉄筋 1 

多段配筋の 2 段目以降の鉄筋 0.75 

付着長さが L/2 を超えるカットオフ筋 1 
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b. 実験値と計算値の比較 

(3.5.10) (3.5.11)式による付着強度 Kfbに対する設計用付着応力度Dの比率を付着余裕

度 Kfb/Dとし、曲げ終局強度(3.5.5)式のときのせん断力 Qf.calに対する最大せん断力実験

値 Qu.expの比率 Qu.exp/Qf.calを比較したものが図 3.5.53 である。つまり、付着余裕度が 1.0

以上は、計算上、主筋が降伏することになり、試験体は曲げ終局強度の計算値を発揮さ

れることが想定される。表 3.5.14 に{Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}の平均などを示す。対象は付着

破壊型の試験体で、主筋の段数、カットオフ筋の有無で区別している。 

付着余裕度の計算は次のように行った。 

 テンションシフトの発生の有無は、曲げ終局強度 Mu と荒川式によるせん断ひび割

れ強度を比較することで判別した。今回の対象試験体では、全てテンションシフト

の発生の有る判定となった。 

 設計用付着応力度は両端塑性ヒンジの発生する部材として算出した。 

 鉄筋の設計用引張応力度には降伏応力度の実験値を用いた。 

 上端筋とその他の鉄筋の区別は，打設方向に鉄筋の下方へ 300mm 以上のコンクリ

ートがあるものを上端筋，それ以外をその他の鉄筋とした。打設方向は，文献にせ

い方向と明記されているか，文献内で下端筋と上端筋を区別して結果や考察が記述

されているものは，せい方向への打設とし，文献から読み取れないものは，その他

の鉄筋として取り扱った。 

 

 

 

 

表 3.5.14 {Qu.exp/Qfu.cal }/{Kfb/D}に関する統計データ（付着破壊型） 

{Qu.exp/Qfu.cal }/{Kfb/D}データ 

配筋 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

1 段配筋 

（全通し筋） 
23 2.26 0.23 3.55 1.48 0 

1 段配筋 

（含カットオフ） 
3 3.97 0.39 6.17 2.71 0 

2 段配筋 

（全通し筋） 
18 1.77 0.15 2.18 1.31 0 

2 段配筋 

（含カットオフ） 
4 2.27 0.13 2.68 1.85 0 

全体 48 2.18 0.35 6.17 1.31 0 
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図 3.5.53 RC 規準の付着余裕度と実験値（付着破壊型） 
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c. 付着余裕度 Kfb/Dの影響因子分析 

図 3.5.54 から図 3.5.57 に、{Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}とコンクリート強度、せん断スパン比、引張鉄

筋比およびせん断補強筋比の関係を示す。対象は付着破壊型の試験体である。 

 

 
図 3.5.54 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}－コンクリート強度関係（付着破壊型） 

 

 
図 3.5.55 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}－せん断スパン比関係（付着破壊型） 
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図 3.5.56 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}－引張鉄筋比関係（付着破壊型） 

 

 

図 3.5.57 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}－せん断補強筋比関係（付着破壊型） 
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ん断力 Qf.calに対する最大せん断力実験値 Qu.expの比率）の比率は、平均値 2.18、変動係数 0.35、

±30%以内の試験体は 0 体で、付着余裕度に対して Qu.exp/Qf.calが高く、特にカットオフ筋を含む

試験体で高い。 
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3.5.11 付着強度（RC 規準の解説式） 

a. RC 規準の解説式[3.7.1] 

鉄筋コンクリート構造計算規準（2018）[3-10]の 16 条解説に記載されている、カットオフ筋の

付着に対する安全性確保のための検討については，以下の通り算定する。 

 

大地震動に対するカットオフ筋の安全性確保のための検討は、(3.5.17)式による。 

byD Kf  2       (3.5.17) 







 




2
4

d
l

d

d

by
y


       (3.5.18) 

ただし， dlld ≧  

α2は表 3.5.13 により、他の記号は前述のとおりである． 

なお、RC 規準の解説では、(3.5.17)式を採用する条件として(3.5.19)式を満足することを要求

している。なお、(3.5.19)式の条件は，pwが梁の全域で一定の場合にのみ適用する． 

2 cut b y
w wy

N d
p

b

 


  
      (3.5.19) 

記号  Ncut：カットオフ筋の本数 

db：カットオフ筋の径 

σwy：せん断補強筋の降伏応力度 

b：梁幅 

pw：梁のせん断補強筋比．pwが 0.6%を超える場合は pw=0.6%とする． 
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b. 実験値と計算値の比較 

(3.5.17)式による付着強度 Kfb に対する設計用付着応力度D の比率を付着余裕度 Kfb/D

とし、曲げ終局強度(3.5.5)式のときのせん断力 Qf.calに対する最大せん断力実験値 Qu.exp

の比率 Qu.exp/Qf.calを比較したものが図 3.5.58 である。つまり、付着余裕度が 1.0 以上は、

計算上、主筋が降伏することになり、試験体は曲げ終局強度の計算値を発揮されること

が想定される。表 3.5.15 に{Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}の平均などを示す。図 3.5.59 は、(3.5.19)

式より得られる pw wy /{2Ncut  db y / b}と{Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}を比較したものである。対

象は付着破壊型でカットオフ筋を有する試験体で、主筋の段数を区別している。 

付着余裕度の計算は次のように行った。 

 テンションシフトの発生の有無は、曲げ終局強度 Mu と荒川式によるせん断ひび割

れ強度を比較することで判別した。今回の対象試験体では、全てテンションシフト

の発生の有る判定となった。 

 鉄筋の設計用引張応力度には降伏応力度の実験値を用いた。 

 上端筋とその他の鉄筋の区別は，打設方向に鉄筋の下方へ 300mm 以上のコンクリ

ートがあるものを上端筋，それ以外をその他の鉄筋とした。打設方向は，文献にせ

い方向と明記されているか，文献内で下端筋と上端筋を区別して結果や考察が記述

されているものは，せい方向への打設とし，文献から読み取れないものは，その他

の鉄筋として取り扱った。 

 

 

表 3.5.15 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}に関する統計データ（付着破壊型） 

{Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}データ 

配筋 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

1 段配筋 

（含カットオフ） 
3 1.93 0.27 2.66 1.48 0 

2 段配筋 

（含カットオフ） 
4 1.71 0.14 2.04 1.39 0 

全体 7 1.81 0.22 2.66 1.39 0 

 



第 3 章 梁部材 
 

3-78 

 

図 3.5.58 RC 規準の解説式による付着余裕度と実験値（付着破壊型） 

 

 

 

図 3.5.59  {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}と(3.5.19)式の関係（付着破壊型） 
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c. 付着余裕度 Kfb/Dの影響因子分析 

図 3.5.54 から図 3.5.57 に、付着余裕度 Kfb/Dとコンクリート強度、せん断スパン比、引張鉄筋

比およびせん断補強筋比の関係を示す。対象は付着破壊型の試験体である。 

 

 

図 3.5.60 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}－コンクリート強度関係（付着破壊型） 

 

 

図 3.5.61 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}－せん断スパン比関係（付着破壊型） 
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図 3.5.62 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}－引張鉄筋比関係（付着破壊型） 

 

 

図 3.5.63 {Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}－せん断補強筋比関係（付着破壊型） 
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ん断力 Qf.calに対する最大せん断力実験値 Qu.expの比率）の比率は、平均値 1.81、変動係数 0.22、

±30%以内の試験体は 0 体で、付着余裕度に対して Qu.exp/Qf.calが高い。 
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3.5.12 付着強度（靱性指針式） 

a. 靱性指針式[3.7.2] 

鉄筋コンクリート造建物の靱性保証型耐震設計指針（1999）[3-4]の 6.8 節に記載されている

付着の検討については，以下の通り算定する。 

 

設計用付着応力度f が付着信頼強度buを下回ることを確認する。 

 

設計用付着応力度f（N/mm2） 

  dLd bf  4                    （3.5.20） 

 は部材両端部の主筋の応力度の差で，降伏強度の 2 倍とする． 

bd  ：主筋径（mm） 

L  ：クリアスパン長さ（mm） 

d   ：部材の有効せい（mm） 

なお、カットオフ筋に対しては、L を付着長さ ld に読み替え、  は降伏強度の 1 倍とし

て算出する。 

 

付着信頼強度bu（N/mm2） 

1 段目主筋の付着信頼強度は，式（3.5.21）によることができる。 

  stBitbu kb   10.0085.0                   （3.5.21） 



 


)(0.1

)(  400/75.0

上記以外の主筋　　　　　　

梁の上端主筋　B
t


  

 cisii bbb ,min  

   bbsi dNdNbb  11
 

   bbctcsci ddddb  2  

  
 









)(/140

 )(  1/4554 1

のとき　　　　　　　

　のとき　

sicibw

siciwsiw
st bbsdA

bbpbNN
k  

b  ：部材の幅（mm） 

B  ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

1N  ：1 段目主筋の本数 

csd  ：主筋の中心から側面までのかぶり厚さ（mm） 

ctd  ：主筋の中心から底面までのかぶり厚さ（mm） 

wN    ：1 組の横補強筋の足の数  2 sN  

wp  ：横補強筋比 

wA  ：横補強筋 1 本の断面積（mm2） 

s  ：横補強筋間隔（mm） 

sN    ：中子筋の本数 

 

2 段目主筋の付着信頼強度は，式（3.5.22）によることができる。 
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  2222 10.0085.0 stBsitbu kb                            （3.5.22） 

   bbsi dNdNbb  222
 

  wsist pbk 199 22   

2N  ：2 段目主筋の本数 

2  ：2 段目主筋に対する強度低減係数で， 6.02  としてよい。 

 

図 3.5.64 付着強度の確保の対象となる主筋 
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b. 実験値と計算値の比較 

(3.5.20)～(3.5.22)式による付着強度bu に対する設計用付着応力度f の比率を付着余裕

度bu/f とし、曲げ終局強度(3.5.5)式のときのせん断力 Qf.calに対する最大せん断力実験値

Qu.exp の比率 Qu.exp/Qf.cal を比較したものが図 3.5.64 である。つまり、付着余裕度が 1.0

以上は、計算上、主筋が降伏することになり、試験体は曲げ終局強度の計算値を発揮さ

れることが想定される。表 3.5.16 に{Qu.exp/Qf.cal }/{bu/f }の平均などを示す。対象は付着

破壊型の試験体で、主筋の段数、カットオフ筋の有無で区別している。 

付着余裕度の計算は次のように行った。 

 鉄筋の設計用引張応力度には降伏応力度の実験値を用いた。 

 上端筋とその他の鉄筋の区別は，打設方向に鉄筋の下方へ 300mm 以上のコンクリ

ートがあるものを上端筋，それ以外をその他の鉄筋とした。打設方向は，文献にせ

い方向と明記されているか，文献内で下端筋と上端筋を区別して結果や考察が記述

されているものは，せい方向への打設とし，文献から読み取れないものは，その他

の鉄筋として取り扱った。 

 

表 3.5.16 {Qu.exp/Qf.cal }/{bu/f }に関する統計データ（付着破壊型） 

{Qu.exp/Qf.cal }/{Kfb/D}データ 

配筋 試験体数 平均 変動係数 最大 最小 ±30%以内 

1 段配筋 

（全通し筋） 
23 1.79 0.23 2.90 1.27 1 

1 段配筋 

（含カットオフ） 
3 3.42 0.39 5.31 2.33 0 

2 段配筋 

（全通し筋） 
18 1.35 0.14 1.64 1.02 8 

2 段配筋 

（含カットオフ） 
4 2.38 0.06 2.53 2.17 0 

全体 48 1.78 0.39 5.31 1.02 9 
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図 3.5.64 靱性保証指針の付着余裕度と実験値（付着破壊型） 
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c. 付着余裕度bu/f の影響因子分析 

図 3.5.54 から図 3.5.57 に、{Qu.exp/Qf.cal }/{bu/f }とコンクリート強度、せん断スパン比、引張鉄

筋比およびせん断補強筋比の関係を示す。対象は付着破壊型の試験体である。 

 

図 3.5.65 {Qu.exp/Qf.cal }/{bu/f }－コンクリート強度関係（付着破壊型） 

 

 

図 3.5.66 {Qu.exp/Qf.cal }/{bu/f }－せん断スパン比関係（付着破壊型） 

 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

{Q
u
.e

xp
/
Q

fu
.c

a
l} 

/
 {
τ

b
u
/
τ

y
}

コンクリート強度 σB (N/mm2)

１段配筋

（全通し筋）

１段配筋

（含カットオフ）

２段配筋

（全通し筋）

２段配筋

（含カットオフ）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

{Q
u
.e

xp
/
Q

fu
.c

a
l} 

/
 {
τ

bu
/
τ

y
}

せん断スパン比 M/(Qd)

１段配筋

（全通し筋）

１段配筋

（含カットオフ）

２段配筋

（全通し筋）

２段配筋

（含カットオフ）



第 3 章 梁部材 
 

3-86 

 

図 3.5.67 {Qu.exp/Qf.cal }/{bu/f }－引張鉄筋比関係（付着破壊型） 

 

 

図 3.5.68 {Qu.exp/Qf.cal }/{bu/f }－せん断補強筋比関係（付着破壊型） 
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3.6 評価式間の関係 

3.6.1 せん断余裕度 

 せん断強度の計算値（横軸）と実験値（縦軸）の比較を図 3.6.1 と図 3.6.2 に示す。せん断強度

は、(3.5.8)式の荒川 min 式で算出したものが図 3.6.1、(3.5.9)式の荒川 mean 式で算出したものが

図 3.6.2 で、破壊形式の実験結果をプロットで区別している。横軸と縦軸ともに、(3.5.5)式の曲げ

終局強度計算値で除している。 

 図 3.6.1 より、横軸の曲げ終局強度計算値に対するせん断強度計算値の比率（せん断余裕度）

が 1.0 未満の試験体では、実験値は計算値を上回っている。せん断余裕度が 1.0 以上の試験体で

は実験値が計算値を下回っているものがあるが、せん断余裕度 1.3 以上では、ほぼ実験値が計算

値を上回っている。破壊形式に関しては、せん断余裕度による予測精度は良くない。これは、曲

げ終局強度計算値の評価精度に比べてせん断強度計算値の精度はやや安全側であること、多段配

筋梁では１段目鉄筋の降伏をもって“曲げ降伏”としており、その影響が曲げせん断破壊や曲げ

付着破壊の結果に見られること、などが考えられる。 

 図3.6.2より、実験値が計算値を下回る試験体がいくつか見られる。せん断余裕度1.5以上では、

ほぼ実験値が計算値を上回っている。 

 

 

図 3.6.1 せん断強度（下限式）の計算値と実験値の比較 
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図 3.6.2 せん断強度（平均値式）の計算値と実験値の比較 
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3.6.2 RC 規準と靱性保証指針の付着強度 

 設計用付着応力度に対する付着強度の比率（付着余裕度）について、RC 規準と靱性保証指針

の計算値を比較したものが図 3.6.3～図 3.6.6 である。１段配筋と２段配筋、全て通し筋の試験体

とカットオフ筋を含む試験体をそれぞれ区別している。各々の試験体では、鉄筋毎の付着余裕度

の中で最小値を採用している。RC 規準によるカットオフ筋の付着余裕度は(3.5.11)式の規準式を

用いている。プロットは破壊形式の実験結果を区別しており、破壊形式は曲げ破壊、曲げ付着破

壊、付着破壊を対象とした。 

靱性保証指針の付着余裕度は、RC 規準よりも大きい傾向にある。2 段配筋の試験体では、靱性保

証指針の付着余裕度は、RC 規準よりも 1.5 倍以上大きいものも多く存在し、付着強度の計算値は

RC 規準よりも靱性保証指針のほうが高い傾向にある。 

 

 

図 3.6.3 RC 規準と靭性指針の付着余裕度の比較（1 段配筋，全通し筋） 
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図 3.6.4 RC 規準と靭性指針の付着余裕度の比較（1 段配筋，含カットオフ） 

 

 

図 3.6.5 RC 規準と靭性指針の付着余裕度の比較（2 段配筋，全通し筋） 
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図 3.6.6 RC 規準と靭性指針の付着余裕度の比較（2 段配筋，含カットオフ） 
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3.6.3 カットオフ筋の付着検定における RC 規準(2018)の規準式と解説式 

 RC 規準(2018)の解説では、カットオフ筋の付着の安全性の検討で、せん断補強筋を十分に配置

すれば、テンションシフト領域を有効せい d から d/2 に緩和できる検定式が示された。この解説

式と RC 規準の本文の規準式は、いずれを用いても良いとしている。ここでは、規準式と解説式

の比較を行う。 

付着強度 Kfb に対する設計用付着応力度D の比率を付着余裕度 Kfb/D とする。曲げ終局強度

(3.5.5)式のときのせん断力 Qf.calに対する最大せん断力実験値 Qu.expの比率を Qu.exp/Qf.calとし、こ

れを付着余裕度と比較する。図 3.6.7～図 3.6.10 は、1 段配筋と 2 段配筋の試験体について、それ

ぞれ規準式と解説式で算出した結果を示している。プロットは破壊形式の実験結果と配筋（すべ

て通し筋かカットオフ筋を含むか）を区別しており、破壊形式は曲げ破壊、曲げ付着破壊、付着

破壊を対象とした。 

図 3.6.7（1 段配筋）と図 3.6.9（2 段配筋）は規準式の結果で、全て通し筋の試験体は、付着余

裕度 Kfb/Dが大きくなると Qu.exp/Qf.calも大きくなっており、カットオフ筋を含む試験体のプロッ

トは、全通し筋の試験体の集合より上方にある。カットオフ筋を含む試験体の付着余裕度は、全

通し筋の試験体よりも安全側と考えられる。解説式を用いた結果が図 3.6.8（1 段配筋）と図 3.6.10

（2 段配筋）で、カットオフ筋を含む試験体のプロットも、全通し筋の試験体の集合の中に位置

していることが分かる。解説式で付着余裕度を計算することで、カットオフ筋を含む試験体の付

着余裕度も全通し筋の試験体と同程度の評価精度になると考えられる。 
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図 3.6.7 RC 規準式の付着余裕度と実験結果の比較（1 段配筋） 

 

 

図 3.6.8 RC 規準の解説式の付着余裕度と実験結果の比較（1 段配筋） 
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図 3.6.9 RC 規準の付着余裕度と実験結果の比較（2 段配筋） 

 

 

図 3.6.10 RC 規準の解説式の付着余裕度と実験結果の比較（2 段配筋） 
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3.7 まとめ 

 それぞれの評価式の検証結果から以下の知見が得られた。 

1) 曲げひび割れ強度：曲げ降伏先行型（曲げ破壊、曲げ・せん断破壊、曲げ・付着破壊）、せん

断破壊型、付着破壊型を対象。試験体数 79 体、実験値／計算値は平均値 1.07、変動係数 0.54、

±30%以内の試験体は 37 体で、ばらつきが大きい。ばらつきの原因は、初期ひび割れの視認

の遅れ、加力前に発生するひび割れなどの影響が考えられる。実験値／計算値とコンクリー

ト強度の関係では，30N/mm2以下で（実験値／計算値）が高めとなる傾向が見られたが、他

のパラメータとの相関は見られなかった。 

2) 弾性剛性：曲げ降伏先行型、せん断破壊型、付着破壊型を対象。試験体数 37 体、実験値／計

算値は平均値 0.46、変動係数 0.56、±30%以内の試験体は 7 体で、実験値は計算値に比べて

低く、実験値／計算値のばらつきも大きい。実験値／計算値は、引張鉄筋比が大きいほど高

くなる傾向にあり、そのため、曲げ降伏先行型よりもせん断破壊型の試験体のほうが実験値

／計算値は高い傾向にある。 

3) せん断ひび割れ強度（基準式）：曲げ降伏先行型、せん断破壊型、付着破壊型を対象。試験体

数 124 体、実験値／計算値は平均値 1.05、変動係数 0.44、±30%以内の試験体は 88 体で、

計算値に対する実験値のばらつきが大きい。特に、コンクリート強度が低いと，実験値／計

算値のばらつきが大きい傾向があった。 

4) せん断ひび割れ強度（靱性指針式）：曲げ降伏先行型、せん断破壊型、付着破壊型を対象。試

験体数 124 体、実験値／計算値は平均値 0.90、変動係数 0.55、±30%以内の試験体は 69 体

で、計算値が実験値よりもやや高めである。せん断ひび割れ強度式（基準式）に比べてばら

つきが大きい。 

5) 曲げ終局強度：曲げ降伏先行型を対象。試験体数 169 体、実験値／計算値は平均値 1.10、変

動係数 0.10、±30%以内の試験体は 165 体で、計算値の評価精度は高く、ほとんどの試験体

で実験値／計算値の値が±30%以内となった。 

6) 降伏点剛性低下率：曲げ降伏先行型を対象。試験体数 27 体、実験値／計算値は平均値 0.94、

変動係数 0.23、±30%以内の試験体は 23 体で、実験値／計算値は、せん断スパン比が 2.0

以上では低め、2.0 未満では高めな傾向が見られた。 

7) せん断強度（荒川 min 式）：せん断破壊型と付着破壊型を対象。せん断破壊型は、試験体数

88 体、実験値／計算値は平均値 1.62、変動係数 0.23、±30%以内の試験体は 18 体であった。

付着破壊型は、試験体数 48 体、実験値／計算値は平均値 1.51、変動係数 0.21、±30%以内

の試験体は 11 体であった。いずれの破壊型でも、2 段配筋梁の実験値／計算値は 1 段配筋梁

よりも高い傾向が見られた。付着破壊型の実験値／計算値は、カットオフ筋を含む試験体は

全て通し筋の試験体よりも低い傾向にあり、1 段配筋でカットオフ筋を含む試験体では実験

値が計算値を下回った。 

8) せん断強度（荒川 mean 式）：せん断破壊型と付着破壊型を対象。せん断破壊型は、試験体数

88 体、実験値／計算値は平均値 1.41、変動係数 0.24、±30%以内の試験体は 41 体であった。

付着破壊型は、試験体数 48 体、実験値／計算値は平均値 1.34、変動係数 0.21、±30%以内

の試験体は 22 体であった。いずれの破壊型でも、2 段配筋梁の実験値／計算値は 1 段配筋梁

よりも高い傾向が見られた。付着破壊型の実験値／計算値は、カットオフ筋を含む試験体は
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全て通し筋の試験体よりも低い傾向にあり、1 段配筋でカットオフ筋を含む試験体では実験

値が計算値を下回った。 

9) 付着強度（RC 規準式）：付着破壊型を対象。試験体数 48 体、付着余裕度 Kfb/D に対する

Qu.exp/Qf.cal（曲げ終局強度(3.5.5)式のときのせん断力Qf.calに対する最大せん断力実験値Qu.exp

の比率）の比率は、平均値 2.18、変動係数 0.35、±30%以内の試験体は 0 体で、付着余裕度

に対して Qu.exp/Qf.calが高く、特にカットオフ筋を含む試験体で高い。 

10) 付着強度（RC 規準の解説式）：カットオフ筋を含む梁試験体で付着破壊型を対象。試験体数

7 体、付着余裕度 Kfb/Dに対する Qu.exp/Qf.cal（曲げ終局強度(3.5.5)式のときのせん断力 Qf.cal

に対する最大せん断力実験値 Qu.expの比率）の比率は、平均値 1.81、変動係数 0.22、±30%

以内の試験体は 0 体で、付着余裕度に対して Qu.exp/Qf.calが高い。 

11) 付着強度（靱性指針式）：付着破壊型を対象。試験体数 48 体、付着余裕度bu/f に対する

Qu.exp/Qf.cal（曲げ終局強度(3.5.5)式のときのせん断力Qf.calに対する最大せん断力実験値Qu.exp

の比率）の比率は、平均値 1.78、変動係数 0.39、±30%以内の試験体は 9 体で、付着余裕度

に対して Qu.exp/Qf.calが高く、特にカットオフ筋を含む試験体で高い。 

12) せん断強度計算値と曲げ終局強度計算値の比率（せん断余裕度）：せん断強度に荒川 min 式

を用いたせん断余裕度は、1.0 未満では実験値が計算値を上回っていたが、1.0 以上では実験

値が計算値を下回ったものがあった。せん断余裕度 1.3 以上では、ほぼ実験値が計算値を上

回っている。破壊形式に関しては、せん断余裕度による予測精度は良くない。これは、曲げ

終局強度計算値の評価精度に比べてせん断強度計算値の精度はやや安全側であること、多段

配筋梁では１段目鉄筋の降伏をもって“曲げ降伏”としており、その影響が曲げせん断破壊

や曲げ付着破壊の結果に見られること、などが考えられる。せん断強度に荒川 mean 式を用

いたせん断余裕度では、1.0 未満でも実験値が計算値を下回る試験体がいくつか見られた。せ

ん断余裕度 1.5 以上では、ほぼ実験値が計算値を上回っていた。 

13) RC 規準と靱性保証指針の付着強度計算値を比較した結果、靱性保証指針の付着余裕度は、

RC 規準よりも大きい傾向にあった。2 段配筋の試験体では、靱性保証指針の付着余裕度は、

RC 規準よりも 1.5 倍以上大きいものも多く存在し、付着強度の計算値は RC 規準よりも靱性

保証指針のほうが高い傾向にあった。 

14) RC 規準の付着検定について、カットオフ筋に規準式を用いた場合、カットオフ筋を含む試

験体の付着余裕度は、全通し筋の試験体よりも安全側と考えられる。カットオフ筋に解説式

を用いると、カットオフ筋を含む試験体の付着余裕度も全通し筋の試験体と同程度の評価精

度になると考えられる。 
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